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　現代の社会にあっては企業と社会の関連は緊密となっており，企業の機能および企業の
主体としての経営者の機能は複雑の度を増すに到っている。本稿ではこのようにますます
複雑となりつつあるところの経営者機能について眺めることにより，現代の企業およびそ
の主体としての経営者に関しその実態とあり方についての理解を深めることにしたい。以
下では，まず企業の機能と経営者の機能について考察する。ついで，デイヴィスらの所説
を手掛りに，現代の経営者機能の特質を尋ねる。最後に，経営者の革新機能が東南アジア
諸国の幾つかの如き発展途上国の開発に対してもつ意義を簡単に眺めることにする。
1　企業機能と経営者機能
　i　社会システムと企業
　企業がその中に位置するところの社会は，幾つかの機能的部分によって構成されるとこ
ろのシステムである。全体社会が存続するためには，それは後述のように目標達成をはじ
めとするさまざまな機能を遂行せねばならぬのであり，ここからいわゆる政治，経済，文
化，社会といったサブシステムが全体社会の中に存在することになる。この場合，企業は
経済なるサブシステムの代表的な社会制度であり，それは財と用役の生産という適応的機
能を遂行することになる。と同時に，それはまた，他のサブシステムでも幾らかの活動を
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行っているのである。本節ではまずこれらの点を，ペティットその他の論者の見解をもと
に明らかにすることにしよう。
　さて，ペティットによると社会がその最も基本的な目的である存続を実現するためには，
それは目標達成（goal　attainment），適応（adaption），統合（integration），およびパター
ン維持と緊張管理（pattern　maintenance　and　tension　management）という四種の機能
を適切に遂行せねばならない。ここに目標達成の機能は，社会が分業の原理に従って組織
されており，専門化したそのメンバーの問の協同を必要としているところがら生ずる。目
標達成は，かかる協同を実現せしめて社会をその目標へと着実に向わしめること，すなわ
ち整合を含む。適応の機能は，目標達成のために社会がその人的ならびに物質的な資源を
変形することと関係している。統合とは，社会に調和をもたらさしめるというプロセスを
いう。目的達成と適応のプロセスとによって社会のうちに歪みと対立が生ずるのであり，
統合が十分になされないことは，メンバーの間の協同の基盤を損い社会を危険に陥し入れ
ることになる。パターン維持と緊張管理の機能もまた，社会の均衡の維持に関連するので
あるが，統合の機能が社会のメンバーの間の関係を取扱うのに対して，これは個々のメン
バー自体に焦点を置く。パターン維持の機能とは，社会の価値と文化的パターンの維持な
らびに促進をいう。社会が存続するためにはそれは，その価値体系およびかかる価値に基
づくその文化パターンに対する挑戦を退けねばならず，社会のメンバーをしてそのような
パターンないしそのシンボルを尊重せしめねばならない。緊張管理は，メンバーの情緒
的不安定を取扱うのである。
　これら四種の機能のそれぞれを担当するところの機能的なサブシステムが社会には存在
するが，目標達成のサブシステムにおいて中心的な役割を演じている社会制度は，政府で
ある。いずれの目標を追求すべきか，またいずれの手段を用いてかかる目標を達成すべき
かを，社会は統治的プロセスを通じて決定する。個人を強制して社会的目標の達成へと協
同せしめるような権力を，社会のなんらかのメンバーが有することは必要であり，政府は
社会における権力と支配の主要なセンターである。つぎに，企業は適応的なサブシステム
に対し第一次的な責任を有しているのであって，人間の欲求を充足せしめるように人的な
らびに物的な資源を変形するという適応的課題は企業によって解決される。パターン維持
と緊張管理に関して第一次的役割を演じているものは家族であって，家族は，社会が容認
している行動パターンと，社会の規範とをその構成員に教育する。家族はまた，家庭が神
聖な安らぎの場であることによって日々の緊張管理に寄与している。なお，学校や宗教団
体等もパターン維持に対する責任を担っており，レクリェーション団体や宗教団体，病院，
等は緊張管理の役割を果している。最後に統合的なサブシステムについていえば，社会の
メンバーの間に連帯性をもたせしめるように機能しているところの社会制度ないし機関は，
統合的サブシステムの部分であり，そのようなものとして法律，警察，ソーシャル・ワー
カー，ジャーナリズム，宗教，等を挙げうる。かれらは個人やグループの逸脱的行動を阻
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止し，調和的な協同のための条件を促進するのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　以上のようにペティットは，かのパーソンズらの所説をもとに，社会は四種のサブシス
テムに分化しており，これらサブシステムは前述の四種の機能の一つずつをそれぞれ担当
するとともに，それぞれのサブシステムにはそれを代表する一つもしくは複数の社会機関
が存在するとみる。この場合，目標達成のサブシステムは政治を，適応のそれは経済を，
パターン維持と緊張管理のそれは文化を，統合のそれは社会を指すとみでよい。そして企
業は適応のサブシステムの代表的制度として存在するとされるのである。
　　　　　　　　　　4）
　たしかにジョンソンもいうように，社会システムには存続のために解決すべき四つの
基礎的な問題が存在する。すなわち，第一にそれぞれのシステムは一つの価値構造をもち，
なおもその構造を維持せねばならない。第二に，システムは設定されたそれらの価値を達
成せねばならぬ。第三に，システムは，目標を達成せんとするならば，適応しえねばなら
ない。つまり，目標達成を補助するためその諸資源を使用する能力をもたねばならない。
第四に，システムはその下位部分すべてが相互に支えあい補いあうように，それらを統合
せねばならないのである。この場合，経済は，社会が目標を達成しうるよう財と用役を生
産していくという適応の機能を果すのであって，財貨の流れを利用しうる状態にすること
により経済は社会に対し，国防からレクリェーションに到る諸事象に対応し，さらに諸目
標を達成する能力を提供する。経済なる下位システムの中で企業は主要な活動単位であっ
て，その主要な社会機能は財と用役の生産である。個人や集団，社会全体はかかる財と用
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役によって各自の目標を達成しうるのである。
　このように企業は社会において第1次的には，経済なるサブシステムで適応の機能を遂
行するのであるが，それはまた社会の中で目標の達成，価値の維持，システムの統合にも
　　　　　　　　　の
ある程度の責任を負っのであって，ペティットもこの点をつぎのようにいう。
　すなわち，企業は適応的なサブシステムの中でその第一次的な経済的機能を遂行してお
り，第二次的な非経済的機能へと向うその傾向にもかかわらず，その主要な機能は，これ
まで富の生産であったし今後ともそうである。財貨と用役を産出するという能力を欠くな
らば，企業は消え去ることになるであろう。しかしながら企業は，それが有するところの
権力の故に，必然的に目標達成のサブシステムにおいても機能を遂行している。その経営
者は企業者としてよりもむしろ政治家として行動するのであり，所有者，労働者，消費者，
政府，等の支持者に対して責任を負うのであって，かれは会社の名の下に権力を行使して
これらの支持者の利害を調整するのである。企業はまた，統合的なサブシステムにおいて
も，幾つかの機能を遂行している。企業は経済的なインタレスト・グループ間の対立の場
であるが，企業内に設けられつつある裁定機関はかかる対立を緩和せしめているし，また
企業によっては，人種差別のない雇用政策の制度化，等を通じて人種的統合の実現に幾ら
かの貢献を行っているともいいうるのである。加えて企業は，その人間関理論的活動の面
で，パターン維持と緊張管理という機能的サブシステムともかかわりあう。個人主義，自
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由，民主々義，平等といった，社会的な価値や目標は，現代の官僚主義的な産業社会では
満されえなくなってきており，人間関係論的活動は，理想と現実の間のかかるギャップか
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ら生ずる緊張を緩和するという機能をも担うのである。
　このように企業は，その第一次的な社会機能としての経済的機能と並んで，政治的，文
化的，社会的ないわゆる非経済的機能を社会の中で遂行することになる。
　五　企　業　機　能
　企業を社会システムにおけるその役割の見地から考慮することによって，企業の機能な
いし活動がある程度明らかとなったが，つぎに，かかる企業機能についてより詳しく眺め
ることにする。
　さて，ここに企業機能とは企業が社会の中で営んでいるところの，ならびその内部で営
んでいるところの活動を指している。企業機能の内容は企業が社会とのかかわりあいの中
で，またそれ自身の中で複雑な活動を行っているために，その把握は必ずしも容易でない
し，その理解は論者によってさまざまである。例えばドラッカーは，企業は経済的，統治
的，社会的な三重の機能を遂行するとみており，企業を経済的，統治的，社会的な制度と
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して理解している。ここに経済的機能とは財と用役の生産の機能であり，企業はひとびと
の集団的にして協働的な生産組織体として経済的制度をなすとされる。統合肝機能とは，
一つには企業は個人が生産的組織に接近することを支配しており，市民が生計を維持する
ことの権利を掌握していることに，第二には企業がその内部で人々の間に権限と服従を要
請するのであり，立法機関として個人の行動等に関して規則を制定し，司法機関として規
則違反を処罰し，行政機関として個人の生活等に影響を及ぼしうることに関連する。社会
的機能とは，従業員の人間的欲求を充足すること，すなわち同僚との親密な関係への欲求，
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進歩に関する欲求，等の欲求を充足することに関連する。ここでは企業の主要な機能を，
経済的機能，非経済的機能，および革新機能の三種としてとらえることになる。
　まず経済的機能についていうならば，それは二つの側面をもつ。第一は企業の対外的な
経済的機能ともいいうるもので，それは財貨と用役の産出ないし提供と，その反面として
の経営成果ないし収益の獲得および配分である。第二は，かかる対外的機能を遂行するた
めに企業内で行われるところの，生産，販売，財務，等の企業活動である。
　第一の経済的機能について説明するなら，企業が社会の経済的プロセスの主要な制度と
して，財貨と用役の生産を行いつつ適応機能を営んでいることは既に眺めた如くである。
企業の基本的な社会的存在意義は，社会が必要とする良質な財貨と用役の安価で豊富な提
供にある。企業は第一次的にかかる生産機能を営んでおり，また社会もそのことを期待す
るのである。この場合，企業による社会への財貨と用役の提供活動はその反面として，社
会による企業への対価ないし所得の支払を，そしてここから企業による関係者への所得な
いし収益の配分を伴うことになるのであって，企業は収益の獲得とその配分という機能を
遂行することになる。第二の経済的機能についていえば，企業は財貨と用役を生産し社会
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に提供しうるためには，その資本と労働を，換言するとその資金，設備，労働，技術，情
報等を用いて財貨と用役を生産し社会に提供せねばならない。このことは具体的には，資
金の調達にはじまり原材料・設備・労働力の購買，購買された原材料や設備と労働力との
結合による財貨・用役の生産，生産された財貨・用役の販売，販売からの収入の処理とい
った一連の活動が行われねばならないことを意味する。のみならず，上記の一連の活動が
行われるにあたっては企業の二大構成要素である資本と労働の維持活動がみられねばなら
ず，また企業におけるこれらの活動を助成し促進するための会計活動，調査活動，研究開
発活動，等も存在せねばならないのである。かくして企業は財貸と用役を社会に提供しう
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るためには，生産，販売，財務，労務，等の企業活動をその内部で遂行することが不可欠で
あって，そのような活動が第二の経済的機能の内容となる。
　つぎに，非経済的機能についていうならば，それは政治的機能および文化的・社会的機
能からなる。はじめに政治的機能についていえば，それはいわば対外的な政治的機能と対
内的なそれとに分かれる。対外的な政治的機能とは，企業がその多様な利害関係集団に対
しさまざまな影響力ないし権力を行使することを，とりわけ，政府に対して影響すること
で社会の統治的プロセスにかかわりあうことを意味する。対内的な政治的機能はその従業
員の管理ないし統治に関連する。かくの如き政治的機能は，前述の経済的機能に比すれば
副次的な企業機能とみてよいが，それは企業によって少なからず不可避的に遂行されると
ともに，その正当性の領域についての社会的関心が増大しつつある。文化的・社会的機能
に関していえば，それもまた対外的なそれと対内的なそれに分かれる。対外的な文化的・
社会的機能は，企業がもたらす経済発展や財貨・用役が社会のひとびとの生活，行動，慣
習，思考，等を変化せしめることや，教育機関や芸術活動に対する企業寄付活動のうちに把
握しうるであろう。対内的な文化的・社会的機能は，例えば，企業がその従業貝のもつ帰
属欲求，尊重欲求，自己実現欲求といった非経済的欲求の充足にかかわりあうことや，企
業の価値や慣習が従業員のものの考えや生活パターンに影響することのうちに認識しうる。
現代の企業にあってはその文化的・社会的機能もまた政治的機能同様，拡大の傾向にある
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とともに，機能の正当な領域に関して社会的関心を集めているといえよう。
　最後に，革新機能についていえば，企業は社会に変化をもたらす制度であるとともに，
それはこの内部的な経済的機能の諸領域において絶えざる変革を企てるのである。ドラッ
カーは企業がその存続のためにもつことが不可欠な機能として，永続的な人間組織の創造，
社会への順応，経済的な財および用役の提供，革新を行なうこと，および利潤性の追求の
五つを挙げるが，革新機能に関連してかれは，家族，教会，軍隊，等といった人間の制度
は社会の変動を防止することを意図して作り出された一方，企業は変動を生み出すよう設
計された制度であること，そしてここから企業は生産物，生産工程，経営組織マーケテ
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イング，市場，財務管理，人事管理，等の広範な領域で：革新を必要とすることを指摘する。
このようなドラッカーの見解に明らかなように，企業はその主要な機能の一つとして革新
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を行なっているのであって，それは対内的にはその製品や生産工程，等に新機軸を出すの
みならず，対外的には社会に対し変化を惹起せしめている。かかる変化の活動としての革
新をもって，企業の主要な機能とみることができる。
　　茄　経営者機能
　企業は前述のような幾つかの機能を遂行するが，企業の主体としてかかる企業機能の遂
行を担当するものが経営者である。経営者の機能は企業の機能と必ずしも同じものではな
いが，両機能は幾つかの面で密接に関連している。以下，本節でこれまで眺めてきたとこ
ろを手掛りとしつつ経営者の機能について明らかにすることにしたい。
　さて，企業の活動の主体である経営者の主要な機能としては三種のものを挙げることが
できると思われる。それは，受託者の機能，経営的意思決定の機能，および革新の機能で
ある。これらに関して説明するならば，つぎのようである。
　まず，経営者の基本的な機能は受託者の機能である。経営者は企業の運営を社会から託
されているのであって社会のひとびとの意にかなうよう企業を導かねばならず，この意味
でかれは受託者としての役割を担っている。伝統的にはかかる受託者の役割は企業所有者
の受託者を意味してきたが，現代の企業にあっては経営者が考慮すべき関係者の範囲は拡
大の傾向にあり，かかる関係者は所有者以外にもさまざまなグループを含むようになって
いるのであって，今日の経営者は広範な利害関係集団の受託者として，換言すると全体社
会の受託者として機能することを要請されつつある。このことは，経営者が企業の目的と
して所有者への利潤追求を措定するのでは十分でなく，むしろ所有者への利潤追求をもそ
のうちに含むところの，より大きな目的を企業目的とすることを経営者は必要とすること
を物語っている。そのようなより大きな目的とは，端的にいって，企業の対外的な経済的
機能であるところの，財貨と用役の提供とその反面としての収益の獲得・配分とに関連す
るとみてよい。すなわち，現代の企業は利潤よりはむしろ経営成果ないし売上収入の増大
と株主，従業員等の諸関係者へのその適正な配分を主要な目的とするに到っているのである。
　経営者の基本的な機能の第二のものは，経営的意思決定を行うという機能である。経営
者は前述の受託者の機能を果すよう企業を導かねばならず，企業内の種々の業務活動の遂
行について決定を下さねばならない。すなわち，かれは多様な利害の調整者として，
ならびに経営目的の達成者として行動せねばならない。かかる機能はしばしば，計画化，
組織化，動機づくりとリーダーシップ，結果の評価というような経営機能ないし管理機能
として論ぜられるが，より具体的に眺めるなら最高経営者のそれはさまざまなものを含ん
でいる。例えば，森本教授は経営的意思決定の内容を第一に，組織的決定（設立・改組・
合併・解散・系列・集団・合弁など，存在基盤に関する意思決定）と最高人事決定（取締
役・監査役など主要役職者の選任）とを含む臨時的意思決定，第二に，経営目的の決定
（経営理念の明確化。経営目標システムのうち，基本部分の定式化と変更），経営戦略の
決定（製品・市場のミックス，事業分野と行動様式の選択），経営行動基準の決定（企業
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社会責任の実施方針），経営構造の決定（資源の源泉と配分，とくに投資と基本組織の決
定），および長期経営計画の決定（長期的経営行動の概要の決定）といった諸決定を含む
経常的意思決定，ならびに第三に，経営業績の確定・評価・開示と経営成果分配の決定と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）
を含む評価的意思決定として示しておられる。現代の経営者にあっては，経営意思決定を
行うという機能は，受託者として経営成果の獲得とその適正配分に努めるという経営者機
能の達成と密接に結びついている。
　経営者の基本的な機能の第三は，革新である。革新はシュンペーターによって企業者機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）
能の基本的特質としてとり上げられているが，前記の経営的意思決定の本質は革新にある
といってよく，経営者は絶えず変化する環境に企業を適応せしめるために革新に努めねば
ならぬ。かかる革新とは具体的には，新製品開発，新生産方法の導入，新市場の開拓，新
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）
資源の獲得，新産業組織形態の創出などを含むとともに，より広くは社会に対し変化をも
たらすことを含んでいる。経営者は，企業内部の革新を通じて企業を社会に適応せしめる
とともに，社会に対しそれが望む変化を実現せしめることを，ますます不可避とされつつ
あるのであり，いわば変化の機関として作用せねばならない。
　経営者の機能は論者によって内容を異にするが，主要なそれらとしてはひとまず上述の
三種を挙げることができよう。
　（注）
（1）Thomas　A．　Petit，　The　Moral　Crisis　in　Management，1967．かれの見解について詳しくは，拙稿「社
　　会的責任の概念的基礎」，経済科学，第16巻第3号。
（2）T．A．　Petit，　oP．　cit．，　PP．139～42．
（3）Tarcott　Parsons　and　Neil　J．　Smelser，　Economy　and　Society，1956（富永健一訳「経済と社会（1
　　およびII）」，昭和33年）．
（4）Harold　L．　Johnson，　Disclosure　of　Coporate　Social　Performance：Survey，　Evaluation，　and　Pro－
　　spects，1979（名東孝二監訳，青柳下訳「ソーシャル・ディスクロージャーの新展開，昭和55年）．
（5）ジョンソン，前掲訳書，19～20頁。
（6）同書，21頁。
（7）T．A．　Petit，　oP．　cit．，　PP．143～4．
（8）Peter　F．　Drudcer，　New　Society，　P．44　ff．．
（9）以上のような企業機能については，藻利重隆「ドラッカー経営学説の研究（第三増補版）」，昭和47年置
　　62頁以下を参照。
（10）かかる企業活動については細井卓「財務管理論」，昭和56年を参照。
（11）例えば，企業寄付の社会的正当性について疑問を投ずるものとしては，Friedrich　A。　Hayek，尾The
　　Corporation　in　a　Democratic　Society’l　in　Melvin　Anshen　and　D．　Leland　Bach，　eds．，　Management
　　and　Corporation　1985，1960。
（12）P．F．　Drucker，く更Business　Objectives　and　Survival　Needs：Notes　on　a　D1scipline　of　Business
　Enterprise，　The　Journal　of　Business，　Vol．　XXXI，　No．2，　Apri11958（藻利重隆訳「企業の諸目標
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　　と存続のための諸要求一企業学に関する覚書一」，藻利，前掲書収録）．
（13）森本三男「経営学の原理」，昭和53年，135頁。
（14）J．A．　Schumpeter，　Capitalism，　Socialism　and　Democracy，3rd　ed．，1950（中山伊知郎・東畑精一
　訳「資本主義・社会主義・民主々義」，昭和37年）．
（15）森本，前掲書，136頁。
II　経営者機能の動向
　i　デイヴィスらの経営者機能論
　前節では，経営者機能を受託者機能，経営的意思決定機能，および革新機能として理解
したが，企業と社会の関係の緊密化に伴ってこれらの経営者機能は複雑化の傾向にある。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
本節では，経営者の役割についてのデイヴィスらの所説を眺めることにより，経営者機能
の動向についての手掛りとしたい。
　さて，デイヴィスらは経営者の役割が統治者のそれから専門家のそれへと性格を変えつ
つあるとみる。すなわち，現代の経営者はその地位を所有権に基づいて保持するのでなく，
所有者，従業員，社会が必要とし評価するような機能を有能に遂行することによってその
権力を正当化しているのであって，経営者はその要求者に満足のいく形で奉仕しうる限り
においてのみその役割の正当性を維持しうるという，正当性についての受容モデルが妥当
するとみる。デイヴィスらは，現代の経営者を社会的にレスポンシブな経営者と呼ぶが，
かかる経営者はその意思決定において企業への経済的ならびに技術的なインプットと並ん
で社会的なそれを重視し，企業への広範な要求者に経済的なアウトプットと並んで社会的
なそれを提供しようと努めるとみる。また，経営者の役割について計画化，組織化，入員
配置，指揮，統制という伝統的な機能よりもむしろ社会システム的解釈を強調しつつ，か
れらは，より社会的にレスポンシブな役割へと経営者の役割が進化した過程で，受託者と
境界機関というこれまで比較的に休眠中であった二つの役割が登場してきたこと，また業
務管理，生産性機関，変化機関，およびリーダーという四つの役割に大きな変化が生じて
　　　　　　　　2）
きたことを指摘する。
　以下，デイヴィスらに従い，受託者をはじめとする6種の経営者の役割についてその動
向を眺めることにする。
　（1）受託者の役割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　受託者の役割についてのデイヴィスらの説明は以下のようである。
　受託者は，他人の資源をその利益になるよう管理する。歴史的には経営者は所有者の利
益の受託者として行動してきたが，他者の利益はある程度休眠中であった。しかるに社会
的関心がこれらの休眠中の利益に寄せられており，経営者は株主以外の広範な要求者にも
注意を払うことをより要請されている。かかる要求者の原理は，社会は経営者が社会の社
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会的ならびに経済的資源を賢明に用いてインプットを上回るアウトプットを生み出すこと
を期待してその資源を経営者にコミットするというものである。経営者は短期的には所有
権と契約上の権利の如き法的形態によって社会の資源を保持しうるが，長期的にはかれは
効果的な受託者たることで資源の保持を正当化するのである。そして現代の専門経営者も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
自身を，多様な参加者と構成者の利害を調整する受託者とみなしつつある。
　かかる受託者の役割は，つとに論者によって認識されているのであって，ブルーキング
5）
スは1925年に，経営者は受託者の地位を占めるようになりつつあると述べている。また，
　　　　6）
バーナードも経営者の行動は代表者の行動であると指摘するとともに，それは行為者の個
人的な目標と倫理に従ってよりも，むしろ他者の目標と倫理に従ってなされるという。
　それはともかく，かかる代表的行動は新しい倫理的規範を要請する。経営者の意思決定
環境は複雑であり，すべての経営決定を法で規定することは不可能であり，望ましくもな
い。その結果は経営者は判断への広範な自由をもつのであるが，しかしかれらは社会的投
資の受託者として，責任ある風に行動するようにという，増大する圧力を受けている。受
託者は他者（かれらは物質的生産額にのみならず，生活の質にも関心を抱く）のために行
動する以上，経営者はその受託者としての行動が生み出す生活の質に対して，より社会に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）
説明義務をもつようになりつつある。ついで乍ら，調査結果は全体社会への受託者機能の
遂行に関しては，そのより大きな経済的資源とスタッフの助けとによって新しい社会的傾
向により迅速に応答可能な故に，大企業の方が小企業より熱心であることを示している。
　（2）境界機関の役割
　社会問題への強調の増大は，境界機関もしくは境界調停者の役割への新たな意義を生み
出している。境界機関は異なった社会システム間の結合的ならびに社会交換的機能を遂行
するのであり，その結果は，境界架橋の役割としばしば呼ばれるところの，組織間の結合
の役割である。物理学における液体システムが境界条件をもつのと同じ方法で，動的組織
もそれをもつのであって，それはその環境との接触点である。そして経営者の役割は，そ
の組織を効果的ならしめるよう，これらの境界接触面に架橋し問題を解決することである。
組 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環
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境界機関としての経営者の役割についてのオープン・システム関係（デイヴィスぢ）
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　図に示されるように，経営者はオープン・システムを導いている。かれらは組織とその環
境の間の境界で活動しており，組織のみならず環境からインプットを受けとり，代りに両
者にアウトプットを転送する。経営者はあらゆるタイプの外的圧力を予期し，その調停に
そなえねばならない。同様にそれは外的環境に影響するところの組織からの圧力を受けと
るのであり，かかる圧力を内外両システムの満足がいくように解決することを必要とする。
それは，組織を社会システムと統合するために問題解決的アプローチを用いる。この種の
有能で敏感な人間は，社会からの変化を吸収しようとする組織め能力の重要な要素であ
る。
　境界機関は，外部システムに適用しうる公式的権限をもたぬために，外部環境の統治者
というよりはむしろ調停者として活動する。外部環境は組織に直接的忠誠を負わないため
に，かれらは社会に命じることができないのであり，かれらの次善の選択は売り込みであ
る。このことは，企業の内的必要と並んで社会の必要を満すような仕方でその組織のビジ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
ネスを行うことをかれらが必要とすることを意味している。
　　　　　　　　　　　　　　　　10）
　デイヴィスらは以上のように述べたあと，境界架橋の役割の特徴は役割のコンフリクト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）
とストレスが伴いがちであることを指摘する。すなわち，異なったグループが経営者に異
なった行動を期待し，経営者は諸グループ間の十字砲火にさらされる。組織の内部のグル
ープ（例えば，生産や販売）は組織目的への奉仕を求め，他方，外部のそれは異なった目的
をもつのであり，しかも，組織内外のグループともに夫々，かれらの間での一致をみない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12）
のである。かくして経営者は役割のコンフリクトに置かれる。
　デイヴィスらはまた，境界架橋の役割は経営者の個人的価値体系内に価値のコンフリク
　　　　　　　　　13）
トをひきおこすという。例えば，工場経営者は大気汚染問題に関して，会社の方針への忠
誠，顧客たる友人，所有者の利益，コミュニティの利益，商工会議所のメンバー，その所
属する教会の価値，自己のインフォーマルなグループの価値，その家族の価値，他の利害
関係者の価値といったものの問で個人的な価値コンフリクトに直面することになるのであ
る。
　ところでデイヴィスらは，境界的役割にある経営者が組織からの対外的期待を知覚した
とすると，次の段階はそれをその正当性と力に基づいてふるい分けることであり，ついで
ふるい分けと評価によって多くの正当な期待が残ったならば，経営者は組織内外の適切な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　14）
ひとびとと働くことで期待の解決にあたらねばならないとして，以下のよっにいっ。すな
わち，長期的には経営者は，問題を解決するような，そして組織とその環境の両者にベネ
フィットをもたらすような境界行為を追求せねばならない。組織が環境内の発展に適応す
るもしないも境界機関の行動にかなりによるのであって，されば境界的役割は重要である。
もし境界機関が経営者と従業員の双方でその責任を充さないならば，組織は長期的には消
失するであろう。されば，より社会的にレスポンシブたらんと欲する組織は，境界架橋活
動を支えるよう組織を修正していくことを必要とする。境界架橋の役割を支援するような
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）
適切な方針，予算，時間，訓練等が必要なのである。
　（3）活動管理の役割
　活動管理（operating　management）は，組織の効果的な内部活動に関連する。それは
伝統的な経営者の役割であるが，社会問題の侵入によって修正されてきている。経営者は
今日，その組織の活動を環境およびパブリックの期待と調和せしめねばならぬ。トップか
ら末端の作業員にいたるまで従業員は，経済的ならびに技術的規範のみからの考察はもは
や妥当しないことに気付かねばならない。例えば，工場設計に際しては，必要な技術的結
果を伴う最小コストを求めるのみならず，建築物の美，汚染制御，充実した職務をもたら
す作業デザイン，等を考慮せねばならない。
　意思決定の本質的な矛盾は，決定の望ましい結果が望ましくない副作用によって部分的
に相殺されがちであるということである。例えば，汚染の制御は所有者と顧客へのコスト
を伴ってのみなされうるであろう。すべての関係者に望ましい結果のみをもたらす決定は，
殆んど存在しない。経営者が受託者，境界機関，および業務管理の役割を遂行するとき，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）
かれらは結果問でレードオフを行わねばならない。
　（4）生産性機関の役割
　経営者にとり中心的な意義をもつ社会的役割は，生産性機関のそれである。生産性機関
は，単位当りのインプット（コスト）に対して最大のアウトプット（ベネフィット）を生
むように資源を用いようと努める。生産性についての，鍵となる考えは，それがインプッ
トのより良い使用によって社会の限られた資源の消耗を減少せしめるということである。
生産性が政善される程，資源の使用量は減るのであり，このようにして社会は組織運営者
に託された資源から最大のものを得るのであって，エネルギーその他の不足に関心をもつ
社会では，生産性は以前よりも重要であるとさえいえよう。
　生産性の役割は経営者によって常に演じられてきたが，それはどのように変ったのか。
主要な変化は今日の経営者が社会的インプット（コスト）と社会的アウトプット（ベネフ
ィット）により関心をもっているということである。社会はその経済的資源が賢明に用い
られることを要求してきたし，今日でもそうであるが，それはまた，その社会的資源が経
済的それと同様に賢明に用いられることを要求している。
　生産性は資源のより効率的な使用によって浪費を減少せしめるがために，それは，明日
のためにより多くの資源をとっておくという保全行為である。かかる経営者の役割は，貧
しい社会でも富んだ社会でも，等しく重要である。
　かくの如き生産性はそれが資源を節約するが故に，ほぼいつも，望ましい社会政策であ
　　　　　　　　　　17）
ると考えられるのである。
　（5）変化機関の役割
　変化機関・は他者の異なった行為，ならびに（もしくは）環境における異なった条件を，
奨励し，実現せしめる。経営者は常に変化に対して責任があったが，一般に変化は経済的
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ならびに技術的であった。新しい次元は，社会的変化の導入である。私企業の如き組織は
政府の定める社会政策を履行する主要なパートナーとなっているのであり，例えば従業員
の安全と快適，消費者保護，マイノリティへの職プライバシィの保護，価格の統制，等
に関して社会の指令を履行することを要請されてきているのであって，マイノリティ雇用
に関していえば，監督者をマイノリティのニーズに対してより敏感ならしめるよう，従業
貝の能度と慣習を変化させることを要請されているのである。
　現代社会では変化の実行への能力を越えて変化のアイデアが打ち出されており，変化の履
行への助力が必要とされているのであり，社会は経営者に期待している。社会の変化は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）
経営者に対し，過去にかれが製品に適用してきたと同種の革新的能力を要請するであろう。
　（6）　リーダーの役割
　リーダーシップは，エネルギッシュで情緒的にコミットした協同的な追随者を誘引する
行動であって，より良い人々が引き寄せられ動機づけられるならば，より良い結果が達成
されることになる。社会問題の拡大は，2つの意義深い仕方でリーダーシップの役割を変
化せしめている。1つの変化は，より多くの関心，尊厳，および支援を伴って従業員を扱
うという一要するにより良い質の労働生活を提供すよという一増大する責任をリーダーシ
ップが有しているということである。企業は従業員を経済的資源としてでなく，個々の人
間として扱うことを期待されており，その自己実現のニーズが最高に達成されるよう人々
の成長を助ける義務を負うとみなされているのであって，これらのことはリーダーシップ
の役割を，より少く専制的にして，より多く参加的かつ支援的なものとして再定義せしめ
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ている。目標管理，ジョブ・エンリッチメント，組織開発，等の概念はかかる変化の実現
を助けつつある。
　リーダーシップの役割の第2の変化は，その伝統的な対内的役割においてのみならず，
組織にとって対外的である社会システム関係においても効果的であることを期待されてい
るということである。その活動領域は，ミクロ社会的なシステムと並んでマクロ社会的な
システムとなっている。前者のシステムではリーダーシップは他者を権限と地位の階層的
立場から処理するが，後者のシステムではそれは，問題解決へのその能力に第1次的に依
存せねばならないところの対等者として活動する。ひとびとは，リーダーが社会のニーズ
を知覚しこれらのニーズの対応を助けるような問題解決策を提供しうるときにのみ，リー
ダーとして受け入れる。マクロ社会的なシステムは，リーダーシップの役割に全く新しい
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次元を提供しており，新しい異なった役割行動を要請しているのである。
　　ii　経営者機能の動向
　デイヴィスらは経営者の役割として受託者の役割，境界機関の役割，活動管理の役割，
生産性機関の役割，変化機関の役割，リーダーの役割といったものを挙げるとともに，社
会の多様なグループが企業に対しさまざまな経済的ならびに非経済的な期待を提示するよ
うになるにつれて，これらの役割のうちでも受託者の役割と境界機関のそれが強調される
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ようになってきている一方，他の役割も改めて重要となりつつあることを指摘する。
　かれらの挙げる6種の役割のうち，境界機関の役割，活動管理の役割，生産性機関の役
割，およびリーダーの役割は，前節でとり挙げた経営者機能のうちの経営的意思決定機能
に主として関連し，変化機関の役割は革新機能に関連すると思われる。すなわち，境界機
関の役割は，森本教授に示される経常的決定のうちの経営目的の決定に関連するとともに，
それはまた評価的意思決定ともかかわりあう。活動管理の役割は，経営戦略の決定，経営
行動基準の決定，および長期経営計画の決定を含むところの経常的意思決定に，生産性機
関の役割は経常的意思決定のうちの経営構造の決定に，またリーダーの役割は経営的意思
決定の実施過程にかかわりあうといえよう。
　なお，境界機関の役割は，受託者の役割ともかかわりあうが，かかる境界機関の役割は
デイヴィスらが強調するように今日，経営者機能として重要性を増しているとみてよい。
異なった表現ではあるが，ペティットも境界機関としての経営者の役割を強調している。
かれはいう。経営組織の階層的構造には三つのレベルが存在するのであり，それは技術的
なレベル，管理的なレベル，および社会的なレベルである。ここに技術的なレベルとは組
織の最下層のレベルを指す。管理的なレベルは技術的なレベルに対し統制を行い，またサ
ービスを提供するとともに，それはより上位に位置する社会的なレベルによって統制され，
またサービスの提供を受ける。組織は独立的な社会的システムではないのであり，その社
会的環境へと統合されねばならないが，そのような統合は組織の社会的レベルの機能なの
である。このように経営組織について構造的ならびに機能的に分析することによって社会．
的責任担当の経営者と執行業務担当の経営者の地位および役割の相違が明瞭になる。執行
的経営者の関心が企業の内部活動の面にあるのに反して，社会的責任担当の経営者は外部
指向的であり，かれの地位は，かれが企業と社会という二つの行動システムの中で同時に
活動しているメンバーであるという点で，独自のものである。そのような経営者の基本的
な機能は統合的なものであって，かれは，効率的な組織エンティティを指向して企業の諸
要素を統合せねばならず，企業組織を社会の秩序に統合せしめねばならない。かれはその
外部指向的な役割をめぐっては，社会がその遂行を企業に期待するところの諸目標，およ
びそれらの間のバランスについて決定を行うのである。セルズニックは，組織と制度を区
別し組織は消耗的用具にして，仕事の遂行のための合理的用具である一方，制度は社会の
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必要と圧力の自然的所産にして，反応的・適合的な有機体に近い存在であるとみるが，社
会的責任担当の経営者の基本的な機能とは，企業への社会価値の侵透を容易ならしめて企
業をば「組織」から「制度」へと変形せしめ，動的な世界におけるその存続を促進せしめ
　　　　　　　　　22）
ることなのである，と。このようなペティットらの説明が示唆するように社会と企業のか
かわりあいの緊密化，企業の経済的ならびに非経済的成果への多様なグループによる期待
の存在，といったものは，多様の利害関係集団の受託者であり利害調整者であるところの
経営者がその経営的意思決定に際して境界機関の役割に留意することをますます必要たら
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しめているのである。
　それはともかく，デイヴィスらの所説により明らかとなったことは，現代の企業におい
ては受託者機能，経営的意思決定機能，および革新機能という三種の経営者機能が夫々あ
らためて重要性を増してきているということである。すなわち，受託者機能に関していえ
ば，経営者はますます，全体社会の受託者として広範なグループの経済的のみならず非経
済的な要請に応えることを必要とするのであり，受託者機能の拡大が存在する。経営的意
思決定機能に関していえば，境界機関としての経営者の役割の増大が経営成果分配の決定
にかかわる評価的決定の意義を増大せしめていることをはじめ，経営的意思決定の諸領域
で対社会的配慮が不可欠となっていることを挙げることができる。また，革新機能につい
ていえば，変化機関の役割の増大は経営者に革新への一層の努力を要請しているのである。
要するに，現代の経営者はその機能のすべての領域において，より社会指向的であること
を不可避とするといわねばならない。
　（注）
（1）Keith　Davis，　William　C．　Frederick，　Robert　L。　Blomstrom，　Business　and　Society：concepts　and
　　Policy　issues，1980．
（2）　Ibid。，　pp．　106～7．
（3）　Ibid．，　pp．　107～9，
（4）　CED，　Social　Responsibilities　of　Business　Corporations，1971，　p．22．
（5）Robert　S．　Brookings，　Industrial　Ownership：Its　Economic　and　Social　Significance，1925，　P．23，
（6）Chester　I．　Barnard，“Elementary　Conditions　of　Business　Morals”，　California　Management　Re－
　　view，　Fall　1958．
（7）　Henry　Eilbirt　and　D．　Robert　Parket，“The　Current　Status　of　Corporate　Social　Responsibility’；
　　Business　Horizons，　August　1973．
（8）K．Davis　et　al．，　oP．　cit．，　P．109．
（9）この点について述べたものとしては，Dennis　W．　Organ，“Linking　Pins　between　Organizations　and
　　Enviro㎜ent”，　Business　Horizons，　December　1971，　p．75。
（1①　K．Davis　et　aL．　oP．　cit。，　PP．109～10．
（12）　Ibid．，　pp．110～1．
（12）境界架橋の役割におけるかかる役割コンフリクトについて論じたものとしては，Robert　L，　Kahn　et
　　al．，　Organizational　Stress：Studies　in　Role　Co㎡lict　and　Ambiguity，1964，　pp．99～124。
（13）K．Davis　et　al．，　oP．　cit．，　PP．111～2．
（14）　Ibid．，　pp．112～3．
（15）この点について論じたものとしては，Howard　Aldrich　and　Diane　Herker，“Boundary　Spinning
　　Roles　and　Organization　Structure”，　Academy　of　management　Review，　April　1977，　p．221。
（掴　K。Davis　et　aL，　p．113、
（17）　Ibid．，　p．114．
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（18）　Ibid．，　pp．114～5．
（19）これらの概念の展開については，Keith　Davis，　Human　Behavior　at　Work：Organizational　Behavi－
　or，5th　ed．，1977．
（20）K．Davis　et　aL，　oP．　cit．，　PP．115～6．
（21）Philip　Selznick，　Leadership　in　Administration，1957，　p．5．
（22）T．A．　Petlt．，　op．　clt．，　pp．154～7．
III発展途上国の開発と経営者機能
　これまで経営者機能について述べてきたことは，企業の現代化が顕著であるところの先
進経済社会における企業経営に主として関連していた。しかしながら，受託者機能，経営
的意思決定機能，および革新機能という経営者機能は発展途上国の企業経営者にとっても
等しく重要であると思われる。とりわけ，革新機能は重要であるといえよう。本節では，
これらの点について簡単に眺めることにしたい。
　さて，経営者が履行を必要とする機能ないし役割は，いずれの国においても大きな差は
ないとみてよい。このことは，経営者がその役割をどのように知覚するかについての調査
結果から明らかである。すなわち，デイヴィスらは経営者の役割知覚についてつぎのよう
　　　　1）
に説明する。
　経営者の役割について意義深い事実は，役割についての経営者の知覚が世界中である程
度類似していることである。役割に関しての文化による差異はさして顕著でない。このこ
との一つの理由は，先進技術が人々をして画一的な方法で適応することを強いるというこ
とである。カーらによる研究は，工業化が経営者の役割を含めて仕事の文化における類似
性を奨励する傾向にあることを明らかにした。工業化が進むほど従業員および経営者の役
　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
割の民主化への動きが存在するのである。ところで，発展段階の異なる段階の国々を比較
した，その後の研究は，経営者の役割についての比較的に類似した知覚が国の間にみられ
るということを示している。技術と文化がこれらの国では幾分か異なる以上，類似の役割
知覚をもたらすところの，技術と文化以外の他の要因が存在することになる。かかる付加
的要因とは，経営者がその職務を遂行するために行う活動であるようにみえる。文化が
なんであれ，経営者は，計画化と組織化のように，類似の活動を行うことを必要とする。
結局のところ，これらの類似の活動がある国の経営者をして，他の国の経営者の場合と一
致する仕方でその役割を知覚するよう誘うのである。例えば，先進国と後進国の経営者の
類似性についての証拠は，ボンベイのインド人経営者とフィラデルフィアの米国人経営者
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についての調査に示されている。インド人の経営者は広い階級的差異を伴う全体主義的文
化の中で育ち，またより低い技術的環境の中で異質の労働を監督しているがために，かれ
らは米国の経営者よりも全体主義的であると想像されたが，事実はそうでなかったのであ
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り，経営者についての両グループの知覚はかなりに類似していたのである。
　以上のようなデイヴィスらの説明は，これまで述べてきたような経営者機能というもの
が発展途上国の企業経営にも等しく妥当することを示唆している。すなわち，発展途上国
における企業経営者もまた，社会の受託者として行動せねばならず，賢明な経営的意思決
定を行わねばならず，革新に努めねばならない。むろん，発展途上国の経営者の場合，そ
のような機能の内容は先進国の企業経営者のそれとある程度異なりうるし，いずれの機能
がとりわけ重要となるかについても異なりうるであろう。
　それはさておき，東南アジア諸国の幾つかをはじめとする発展途上国における企業経営
者にとってとりわけ重要となる機能は，革新の機能であるとみてよいのであり，つぎにこ
の点について触れることにする。
　すなわち，発展途上国では幾つかの文化的な要因ならびに経済的な要因が，相互にから
みあいつつ，社会と経済の成長を抑圧するように作用しており，国は低開発の永続的な循
環の中に閉じ込められる傾向にある。デイヴィスらは低開発のかかる継続傾向を永続的低
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開発の法則としてとらえているが，かれらによると，文化の面では，低い文化水準は教育
面での低い実績へ導き，このことは管理者の不十分な供給を生ぜせしめる。管理者の不十
分な供給は効果的でないリーダーシップの存在をもたらし，このことは低い文化水準を結
果することになるのであり，かくして低い文化水準は永続することになる。他方，経済の
面では，資本の乏しさが低効率を生み低効率は低い投資利益率をもたらす。低い投資効率
は低貯蓄をもたらし，低貯蓄は資本の乏しさを結果するのであって，このようにして低い
経済水準は永続化することになるのである。
　発展途上国が高度に発展するためは，このような，文化的要因と経済的な要因のいわば
悪循環的なからみあいと連鎖の存在が打破されることが不可欠となる。そして，ここに経
営者の役割，とりわけ革新遂行者としてのその役割が意義をもつことになるといえよう。
すなわち，デイヴィスらのいう変化の機関としての企業経営者は，製品，生産工程，人事
管理，等をはじめさまざまな領域で革新を導入することによって，ならびに，社会に対し
それが望むところの変化を導入することによって企業の成長と，社会の経済および文化に
おける望ましい変動とをもたらすことを社会から期待されているのである。
　（注）
（1）K。Davis　et　a1．，　oP．　cit．，　PP．105～6．
（2）Clark　Kerr，　John　T．　Dunlop，　Frederick　H．　Harbison，　and　Charles　A．　Myers，　Industrialism　and
　Industrial　Man：The　Problems　of　Labor　and　Management　in　Industrial　Growth，1960．
（3）Arvind　Phatak，“Managerial　Attitudes　in　the　United　States　and　India”，　The　Economic　and
　Business　Bulletin，　S㎜mer　1969．
（4）K．Davis　et　al．，　op．　cit．，　pp．480～1．
